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議案第１号

議案第１号

（総　　則）

第１条　令和４年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計の補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第３条の収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第１款

第３項

第１款

第１項

第３項

令和５年２月６日提出

福岡地区水道企業団

企業長　中村　貴久

千円5,591

11,815,839 千円232,000

（　　計　　）

12,040,677

千円特 別 損 失 1,928 千円 3,663

（補正予定額）

914,372

（既決予定額）

千円 千円千円

支　　　　　出

千円

11,583,839 千円営 業 費 用

特 別 利 益

（科　　　目）

10,323

水道用水 供給
事 業 費 用

11,805,014

令和４年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計補正予算案（第２号）

収　　　　　入

（既決予定額） （補正予定額）

水道用水 供給
事 業 収 益

千円 千円

904,049

904,049 13,612,689

（科　　　目） （　　計　　）

12,708,640 千円

1

千円235,663 千円

千円





議案第２号

議案第２号

（総　　則）

第１条　令和５年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

１　用水供給先 福岡市、大野城市、筑紫野市、太宰府市、春日那珂川水道企業団、

古賀市、宇美町、志免町、須恵町、粕屋町、篠栗町、新宮町、

宗像地区事務組合、糸島市

２　年間総供給水量 立方メートル

３　一日平均供給水量 立方メートル

４　主要な建設改良事業

    設備費 事業費

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款

第１項

第２項

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

令和５年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計予算案

91,812,303

250,853

営 業 収 益

4,570,973

収　　　　　　　入

水道用水供給事業収益 千円

千円

13,016,284

千円11,526,115

水道用水供給事業費用 13,035,855

千円

千円

営 業 外 収 益

支　　　　　　　出

営 業 費 用

千円1,490,169

千円

千円予 備 費

営 業 外 費 用

12,894,367

135,568

1

5,000

特 別 損 失 920 千円



議案第２号

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額 6,367,779千円は、損益勘定留保資金等で補てんするものとす

る。）

第１款

第１項

第２項

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

資 本 的 収 入

615,384

5,000

償 還 金 千円

国 庫 補 助 金

出 資 金

支　　　　　　　出

1,623,886

国 営 事 業 等 負 担 金

収　　　　　　　入

設 備 費

8,607,049

2

予 備 費

4,570,973

千円

国 庫 補 助 金 返 還 金

千円

千円1,692,381

千円2,239,270

37,908 千円

千円

千円

2,300,787

資 本 的 支 出

千円



議案第２号

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

千円

令和６年度以降

令和６年度以降

（令和５年度分）

管 路 整 備 工 事
令和６年度から

令和８年度まで

（令和５年度分）

938,000

4,512,000

送水施設修繕工事

令和６年度

38,000令和６年度

海 水 淡 水 化 施 設
設 備 更 新 工 事

2,230,000

（令和５年度分）

（令和５年度分）

令和６年度から

令和８年度まで

事　　項 期　　間 限　　度　　額

牛 頸 浄 水 場 等
修 繕 工 事

82,000

牛 頸 浄 水 場 等
設 備 更 新 工 事

令和６年度

（令和５年度分）
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議案第２号

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

１　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の

流用

（構成団体からの補助金）

第８条　水源開発施設整備の支払利息にあてるため構成団体から補助を受ける金額は、

24,914千円である。

令和５年２月６日提出

福岡地区水道企業団

企業長　中村　貴久
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議案第３号

議案第３号

　　　福岡地区水道企業団個人情報の保護に関する法律施行条例案

　上記の議案を提出する。

　　令和５年２月６日

　　　　　　　　　　福岡地区水道企業団　企業長　中村　貴久

　理由

　この条例案を提出したのは、個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴い、開示請求に

係る手数料を条例で定める必要があるによる。

　　　福岡地区水道企業団個人情報の保護に関する法律施行条例

　 (趣旨)

第１条　この条例は、個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「法」と

　いう。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

 （開示請求に係る手数料等）

第２条　法第89条第２項に規定する手数料は、徴収しない。ただし、法第87条第１項に規定

　する写しの交付を受ける者は、当該写しの交付に要する費用を負担しなければならない。

　　　附　則

　この条例は、令和５年４月１日から施行する。
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議案第４号

議案第４号

　　　地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例案

　上記の議案を提出する。

　　令和５年２月６日

　　　　　　　　　　福岡地区水道企業団　企業長　中村　貴久

　理由

　この条例案を提出したのは、地方公務員法等の一部改正に伴い、当企業団職員の定年等に

関し、関係条例を整備する必要があるによる。

　　　地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例

　（福岡地区水道企業団人事行政の運営の状況の公表に関する条例の一部改正）

第１条　福岡地区水道企業団人事行政の運営の状況の公表に関する条例（平成17年福企条例

　第５号）の一部を次のように改正する。

　　第３条中「第28条の５第１項」を「第22条の４第１項」に改める。

　（福岡地区水道企業団職員の定年等に関する条例の一部改正）

第２条　福岡地区水道企業団職員の定年等に関する条例（昭和59年福企条例第２号）の一部

　を次のように改正する。

　　題名の次に次の目次及び章名を付する。

　目次

　　第１章　総則（第１条）

　　第２章　定年制度（第２条―第５条）

　　第３章　管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第13条）

　　第４章　定年前再任用短時間勤務制（第14条・第15条）

　　第５章　雑則（第16条）

　　附則

　　　　第１章　総則

　　第１条中「第28条の２第１項、同条第２項及び第３項、第28条の３、第28条の４第１項､

　同条第２項及び第３項（法第28条の５第２項及び第28条の６第３項において準用する場合

　を含む｡）並びに地方公務員法等の一部を改正する法律（平成11年法律第107号）附則第６

　条」を「第22条の４第１項及び第２項、第22条の５第２項、第28条の２、第28条の５、第

　28条の６第１項から第３項まで並びに第28条の７」に改め、「及び職員の再任用（法第28

　条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用

　することをいう。以下同じ｡）」を削り、同条の次に次の章名を付する。

　　　　第２章　定年制度

　　第３条中「60年」を「65年」に改める。

　　第４条第１項を次のように改める。
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議案第４号

　　企業長は、定年に達した職員が第２条の規定により退職すべきこととなる場合において､

　次に掲げる事由があると認めるときは、同条の規定にかかわらず、当該職員に係る定年退

　職日の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を定め、当該職員を当該定年退職日

　において従事している職務に従事させるため、引き続き勤務させることができる。ただし、

　第９条の規定により異動期間（同条第１項に規定する異動期間をいう。以下この項及び次

　項において同じ｡）（同条第１項又は第２項の規定により延長された期間を含む｡）を延長

　した職員であって､定年退職日において管理監督職（第６条に規定する管理監督職をいう｡

　以下この条において同じ｡）を占めている職員については､第９条第１項又は第２項の規定

　により当該異動期間を延長した場合に限るものとし、当該期限は、当該職員が占めている

　管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。

　(1) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事情がある

　　ため、当該職員の退職により公務の運営に著しい支障が生じること。

　(2) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職員の退職

　　により生ずる欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が生じること｡

　(3) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の退職によ

　　る欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が生じること。

　　第４条第２項中「任命権者」を「企業長」に改め、「この項」の次に「の規定」を加え、

　「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に､「存する」を「ある」に､「１年」を「こ

　れらの期限の翌日から起算して１年」に改め､同項ただし書中「その期限」を「当該期限」

　に、「その職員」を「当該職員」に改め、「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規定

　する職員にあっては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を加え、

　同条第３項中「任命権者」を「企業長」に、「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条

　第４項中「任命権者は」を「企業長は、第１項の規定により引き続き勤務することとされ

　た職員及び第２項の規定により期限が延長された職員について」に、「第１項の事由」を

　「第１項各号に掲げる事由」に、「存しなくなった」を「なくなった」に、「その期限を

　繰り上げて退職させることができる」を「当該期限を繰り上げるものとする」に改め、同

　条第５項を削る。

　　第５条から第８条までを削り、第９条を第５条とする。

　　本則に次の３章を加える。

　　　　第３章 管理監督職勤務上限年齢制

　　（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職）

　第６条　法第28条の２第１項に規定する条例で定める職（以下この章において｢管理監督

　　職｣という｡）は、次に掲げる職（第４条第１項の規定により引き続き勤務することとさ

　　れた職員及び同条第２項の規定により期限が延長された職員が占める職並びにその職務

　　と責任に特殊性があること又は欠員の補充が困難であることによりこの条の規定を適用

　　することが著しく不適当と認められる職として企業長が定める職を除く｡）とする。

　　(1) 福岡地区水道企業団企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和48年福企条

　　　例第９号） 第12条の２第１項に規定する職員が占める職

　　(2) 前号に掲げる職に準じる職として企業長が定めるもの
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議案第４号

　　（管理監督職勤務上限年齢）

　第７条　法第28条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢60年とする。た

　　だし、その職務と責任に特殊性があること又は欠員の補充が困難であることにより管理

　　監督職勤務上限年齢を年齢60年とすることが著しく不適当と認められる管理監督職とし

　　て企業長が定める管理監督職の管理監督職勤務上限年齢は、60年を超え64年を超えない

　　範囲内で企業長が定める年齢とする。

　　（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準）

　第８条　企業長は、法第28条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下この章におい

　　て「他の職への降任等」という｡）を行うに当たっては、法第13条、第15条、第23条の

　　３、第27条第１項及び第56条に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければな

　　らない。

　　(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任又は転任

　　　（降給を伴う転任に限る｡）（以下この条及び第11条において「降任等」という｡）を

　　　しようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法第15条の２第１項第５号

　　　に規定する標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」という｡）

　　　及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認められる職に、降任等

　　　をすること｡

　　(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管理監督職勤務

　　　上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位の職制上の段階

　　　に属する職に、降任等をすること。

　　(3) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職が属す

　　　る職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職員（以下この

　　　号において「上位職職員」という｡）の他の職への降任等もする場合には、第１号に掲

　　　げる基準に従った上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められる場合

　　　を除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制上の段階又は

　　　当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。

　　（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例）

　第９条　企業長は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、次に掲

　　げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間（当該管

　　理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最初の

　　４月１日までの間をいう。以下この章において同じ｡）の末日の翌日から起算して１年を

　　超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、当該異動期間の末日

　　の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同じ｡）で当該異動期間を延長し、

　　引き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせるこ

　　とができる｡

　　(1) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事情があ

　　　るため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が生じること。

　　(2) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職員の他

　　　の職への降任等により生じる欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい
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議案第４号

　　　支障が生じること。

　　(3) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の他の職

　　　への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が生じ

　　　ること｡

　２　企業長は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長された期

　　間を含む｡）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲げる事由が引

　　き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を

　　超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延長された当該異動

　　期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項において同じ｡）で延長された当

　　該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に延長される当該異動期間の末日

　　は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超え

　　ることができない。

　３　企業長は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、他の職

　　への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の管理監督職

　　であって、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他の特別の事

　　情がある管理監督職をいう。以下この項において同じ｡）に属する管理監督職を占める職

　　員について、当該特定管理監督職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的

　　な職に係る標準職務遂行能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる

　　職員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く｡）の数が当該

　　管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により当

　　該管理監督職に生じる欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生

　　じると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起

　　算して１年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占め

　　ている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職

　　が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任することができる｡

　４　企業長は､第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により延長され

　　た期間を含む｡）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事由があ

　　ると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更に延長することがで

　　きるときを除く｡）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（前３項又はこの項

　　の規定により延長された期間を含む｡）が延長された管理監督職を占める職員について前

　　項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の末日の翌

　　日から起算して１年を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長することが

　　できる。

　　（特定管理監督職群による任用）

　第10条　前条第３項又は第４項の規定により特定管理監督職群に属する管理監督職を占め

　　る職員のうちいずれをその異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めたまま勤

　　務をさせ、又は当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、

　　若しくは転任するかは、企業長が、人事評価の結果、人事の計画その他の事情を考慮し

　　た上で、最も適任と認められる職員を、公正に判断して定めるものとする。
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　　（異動期間の延長等に係る職員の同意）

　第11条　企業長は、第９条の規定により異動期間を延長する場合及び同条第３項の規定に

　　より他の管理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職員の同意を得なければなら

　　ない。

　　（延長した異動期間の期限の繰上げ）

　第12条　企業長は、第９条第１項又は第２項の規定により異動期間を延長した場合におい

　　て、当該異動期間の末日の到来前に同条第４項の規定を適用しようとするときは、当該

　　異動期間の期限を繰り上げることができる。

　　（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置）

　第13条　企業長は、第９条の規定により異動期間を延長した場合において、当該異動期間

　　の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他の職への降任等をす

　　るものとする。

　　　　第４章 定年前再任用短時間勤務制

　　（定年前再任用短時間勤務職員の任用）

　第14条　企業長は､年齢60年に達する年度の３月31日以後に退職をした者（以下この条及び

　　次条において「年齢60年以上退職者」という｡）を、従前の勤務実績その他の規則で定め

　　る情報に基づく選考により、法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職（以下この

　　条及び次条において「短時間勤務の職」という｡）に採用することができる。ただし、年

　　齢60年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日

　　（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の

　　職と同種の職を占めているものとした場合における定年退職日をいう｡）を経過した者で

　　あるときは、この限りでない。

　第15条　企業長は、前条本文の規定によるほか、構成団体の年齢60年以上退職者を、従前

　　の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採用する

　　ことができる。

　２　前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。

　　　　第５章　雑則

　　（権限の委任）

　第16条　この条例の施行に関し必要な事項及びこの条例に定めるものを除くほか必要な事

　　項は、企業長が別に定める。

　　附則に次の２項を加える。

　　（定年に関する経過措置）

　４　令和５年４月１日から令和13年３月31日までの間における第３条第１項の規定の適用

　　については、同項中｢65年｣とあるのは、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それ

　　ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

 令和５年４月１日から令和７年３月31日まで  61年

 令和７年４月１日から令和９年３月31日まで  62年

 令和９年４月１日から令和11年３月31日まで  63年

 令和11年４月１日から令和13年３月31日まで  64年
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　　（情報の提供及び勤務の意思の確認）

　５　企業長は、当分の間、職員が年齢60年に達する日の属する年度の前年度（以下この項

　　において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」という。）（情報の提供

　　及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務

　　の意思の確認を行うべき年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び

　　勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この項にお

　　いて「末日経過職員」という｡）を除く｡）にあっては当該職員が採用された日から同日

　　の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあっては当該職員の異動等の日が属す

　　る年度（当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））において、当該職員

　　に対し、当該職員が年齢60年に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の

　　内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務

　　の意思を確認するよう努めるものとする。

　（福岡地区水道企業団職員の懲戒に関する条例の一部改正）

第３条　福岡地区水道企業団職員の懲戒に関する条例（昭和49年福企条例第４号）の一部を

　次のように改正する。

　　第３条第１項中「､給料」を「の期間､その発令の日に受ける給料」に改め、同項に後段

　として次のように加える。

　　この場合において、その減じる額が現に受ける給料の３分の１に相当する額を超えると

　きは、当該額を減じるものとする。

　（福岡地区水道企業団企業職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第４条　福岡地区水道企業団企業職員の育児休業等に関する条例（平成４年福企条例第２号）

　の一部を次のように改正する。

　　第２条第２号中「昭和59年福企条例第２号」の次に「｡以下｢定年条例｣という｡」を加え､

　「又は第２項」を削り、「引き続いて勤務している」を「引き続き勤務することとされた

　職員及び同条第２項の規定により期限が延長された」に改め、第３号を第４号とし、第２

　号の次に次の１号を加える。

　　(3) 定年条例第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する異動期間（同

　　　項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。第７条第３項において同じ｡）

　　　を延長された定年条例第６条に規定する管理監督職を占める職員

　　第７条に次の１号を加える。

　　(3) 定年条例第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する異動期間を延

　　　長された定年条例第６条に規定する管理監督職を占める職員

　　第12条中「第28条の５第１項」を「第22条の４第１項」に､「再任用短時間勤務職員等」

　を「短時間勤務職員」に改める。

　　第13条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「短時間勤務職員」に改める。

　（福岡地区水道企業団企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第５条　福岡地区水道企業団企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和48年福企条

　例第９号）の一部を次のように改正する。

　　第２条第１項中「第28条の５第１項」を「第22条の４第１項」に改める。
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　　第７条第１項第１号及び第２号中「以下」の次に「この条において」を加える。

　　第10条第１項中「第28条の５第１項」を「第22条の４第１項」に改める。

　　第20条第１項中「第28条の４第１項､第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第

　２項の規定に基づき｣を｢第22条の４第１項又は第22条の５第２項の規定により｣に改める。

　　附則に次の８項を加える。

　１　当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60歳に達した日後における最初の４月１日

　　（附則第３項において｢特定日｣という｡）以後、当該職員に適用される給料表の給料月額

　　のうち、当該職員の属する職務の級及び当該職員の受ける号給に応じた額に100分の70を

　　乗じて得た額（当該額に､50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て､50円以上100円

　　未満の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとする｡）とする。 

　２　前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

　　(1) 臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員 

　　(2) 福岡地区水道企業団職員の定年等に関する条例（昭和59年福企条例第２号。以下こ

　　　の項及び次項において「定年条例」という｡）第９条第１項又は第２項の規定により同

　　　条第１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含

　　　む｡）を延長された定年条例第６条に規定する管理監督職を占める職員 

　　(3) 定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員（定年条例第２条

　　　に規定する定年退職日において前項の規定が適用されていた職員を除く｡）

　３　定年条例第８条に規定する他の職への降任等をされた職員であつて、当該他の職への

　　降任等をされた日（以下この項及び附則第５項において｢異動日｣という｡）の前日から引

　　き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第１項の規定により当該

　　職員の受ける給料月額（以下この項において｢特定日給料月額｣という｡）が異動日の前日

　　に当該職員が受けていた給料月額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満の端

　　数を生じたときはこれを切り捨て､50円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100円

　　に切り上げるものとする。以下この項において｢基礎給料月額｣という｡）に達しないこと

　　となる職員（企業長が定める職員を除く｡）には、当分の間､特定日以後､附則第１項の規

　　定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に

　　相当する額を給料として支給する。 

　４　前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額

　　が当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項

　　の規定の適用については､同項中｢基礎給料月額と特定日給料月額｣とあるのは､｢当該職員

　　の属する職務の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額｣とする。

　５　異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１項の規定の適用を受

　　ける職員に限り､附則第３項に規定する職員を除く｡）であつて、同項の規定による給料

　　を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の

　　受ける給料月額のほか、企業長の定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した

　　額を給料として支給する。 

　６　附則第３項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第１項の規定の適

　　用を受ける職員であつて、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員との権衡上
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　　必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、企業

　　長の定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

　７　附則第１項から前項までに定めるもののほか､附則第１項の規定による給料月額､附則

　　第３項の規定による給料その他附則第１項から前項までの規定の施行に関し必要な事項

　　は、企業長が定める。

　８　この条例による改正後の福岡地区水道企業団企業職員の給与の種類及び基準に関する

　　条例第４条、第６条及び第16条の規定は、地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の

　　整備に関する条例（令和５年福企条例第４号）附則第４条第１項若しくは第２項、附則

　　第５条第１項若しくは第２項、附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項

　　若しくは第２項の規定により採用された職員には適用しない。

　　　附　則

　（施行期日）

第１条　この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第12条の規定は、公布

　の日から施行する。

　（定義）

第２条　この附則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

　ころによる。

　(1) 令和３年改正法　地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）をいう｡

　(2) 新地方公務員法　令和３年改正法による改正後の地方公務員法（昭和25年法律第261

　　号）をいう。

　(3) 短時間勤務の職　新地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職をいう｡

　(4) 旧条例　第２条の規定による改正前の福岡地区水道企業団職員の定年等に関する条例

　　をいう。

　(5) 新条例　第２条の規定による改正後の福岡地区水道企業団職員の定年等に関する条例

　　をいう。

　(6) 旧条例定年　旧条例第３条に規定する定年をいう。

　(7) 新条例定年　新条例第３条に規定する定年をいう。

　(8) 旧条例年齢相当年齢　短時間勤務の職を占める職員が常時勤務を要する職でその職務

　　が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧条例定年（施

　　行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称

　　が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたもの

　　とした場合において､当該職を占める職員が､常時勤務を要する職でその職務が当該職と

　　同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）

　　をいう。

　(9) 新条例定年相当年齢　短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職

　　務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定年を

　　いう。

 (10) 暫定再任用職員　附則第４条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第２

    項、附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項若しくは第２項の規定によ
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　　り採用された職員をいう。

 (11) 暫定再任用短時間勤務職員　附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項

    若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。

 (12) 定年前再任用短時間勤務職員　新条例第14条又は第15条第１項の規定により採用され

    た職員をいう

 (13) 特定年齢到達年度の末日　年齢65年に達する日以後における最初の３月31日をいう。

 (14) 施行日　この条例の施行の日をいう。

　（勤務延長に関する経過措置）

第３条　企業長は、施行日前に旧条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務することと

　され、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長さ

　れた期限をいう。以下この項において同じ｡）が施行日以後に到来する職員（以下この項に

　おいて「旧条例勤務延長職員」という｡）について、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定

　により延長された期限が到来する場合において､新条例第４条第１項各号に掲げる事由があ

　ると認めるときは、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長

　することができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に

　規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超えることができない。

２　企業長は､基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和11年４月１日及

　び令和13年４月１日をいう。以下この項において同じ｡）から基準日の翌年の３月31日まで

　の間、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行日で

　ある場合には、施行日の前日における旧条例定年）を超える職（基準日における新条例定

　年が新条例第３条に規定する定年である職に限る｡）及びこれに相当する基準日以後に設置

　された職に、基準日から基準日の翌年の３月31日までの間に新条例第４条第１項若しくは

　第２項の規定、令和３年改正法附則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員

　のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日で

　ある場合には、施行日の前日における旧条例定年）に達している職員を、昇任し、降任し､

　又は転任することができない。

３　新条例第４条第３項及び第４項の規定は、第１項の規定による勤務について準用する｡

　（定年退職者等の再任用に関する経過措置）

第４条　企業長は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあるものであ

　って、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（施行日以後に新

　たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、

　当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該

　職に係る年齢。次条第１項において同じ｡）に達しているものを､従前の勤務実績その他の

　規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤

　務を要する職に採用することができる。

　(1) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者

　(2) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前条第１

　　項の規定により勤務した後退職した者

　(3) 25年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く｡）であって、当該
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　　退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの

　(4) 前３号に掲げる者のほか、企業長が第１号に掲げる者に準じる職と特に認めた者であ

　　って、当該退職の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの

　(5) 前２号のいずれかに該当する者として暫定再任用（この項若しくは次項､次条第１項若

　　しくは第２項､附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項若しくは第２項の

　　規定により採用することをいう｡次項第７号において同じ｡）をされたことがある者（前

　　２号に掲げる者を除く｡）

　(6) 旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法第28条の４第１

　　項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用すること

　　をいう｡）をされたことがある者（前各号に掲げる者を除く｡）

２　令和14年３月31日までの間、企業長は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日

　までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例

　定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により､

　１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる｡

　(1) 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者

　(2) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した者

　(3) 施行日以後に新条例第14条の規定により採用された者のうち、新地方公務員法第22条

　　の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職したもの

　(4) 施行日以後に新条例第15条第１項の規定により採用された者のうち、新地方公務員法

　　第22条の５第３項において準用する新地方公務員法第22条の４第３項に規定する任期が

　　満了したことにより退職したもの

　(5) 25年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く｡）であって、

　　当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの

　(6) 前各号に掲げる者のほか、企業長が第１号に掲げる者に準じる者と特に認めた者であ

　　って当該退職の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの

　(7) 前２号のいずれかに該当する者として暫定再任用をされたことがある者（前２号に掲

　　げる者を除く｡）

３　前２項の規定により採用する者の任期の初日は、当該者が当該者を採用しようとする常

　時勤務を要する職に係る旧条例定年に達する日の属する年度の翌年度の４月１日以降でな

　ければならない。

４　第１項及び第２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範

　囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、第１項及び第２項の規定によ

　り採用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前で

　なければならない。

５　暫定再任用職員の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前

　の任期における勤務実績が良好である場合に行うことができる。

６　企業長は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員

　の同意を得なければならない。

第５条　企業長は、前条第１項の規定によるほか、構成団体における同項各号に掲げる者の
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　うち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常

　時勤務を要する職に係る旧条例定年に達している者を、従前の勤務実勢その他の規則で定

　める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要す

　る職に採用することができる。

２　令和14年３月31日までの間、企業長は、前条第２項の規定によるほか、構成団体におけ

　る同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該

　者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達している者を、従前の勤

　務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

　め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。

３　前２項の場合においては、前条第３項から第６項までの規定を準用する。

第６条　企業長は、新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず、附則第４条第１

　項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を

　採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達しているものを、従前の

　勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

　定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

２　令和14年３月31日までの間、企業長は、新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかか

　わらず、附則第４条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあ

　るものであって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢に

　達しているもの（新条例第14条の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる

　者を除く｡）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超

　えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

３　前２項の場合においては、附則第４条第３項から第６項までの規定を準用する。

第７条　企業長は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第22条の５第３項におい

　て準用する新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず､構成団体における附則第

　４条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあるものであって､

　当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達しているものを､

　従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で

　任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

２　令和14年３月31日までの間、企業長は､前条第２項の規定によるほか、新地方公務員法

　第22条の５第３項において準用する新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず､

　構成団体における附則第４条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日まで

　の間にあるものであって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定年相

　当年齢に達しているもの（新条例第15条第１項の規定により当該短時間勤務の職に採用す

　ることができる者を除く｡）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考に

　より、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる｡

３　前２項の場合においては、附則第４条第３項から第６項までの規定を準用する。

　（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢）

第８条　令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。

　(1) 施行日以後に新たに設置された職
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　(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職

２　令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項各号に掲げる職が施行日

　の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢と

　する。

　（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22

　　条の４第４項の条例で定める職及び年齢）

第９条　令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３

　年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22条の４第

　４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。

　(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職

　(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職

２　令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３年改

　正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する法第22条の４第４項の条例で定め

　る年齢は、前項各号に掲げる職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において､

　当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項各号に掲げる職と同種の職

　を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた前項各号に掲げる職に係る年齢

　とする。

　（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員）

第10条　令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該

　職が基準日（附則第４条から第７条までの規定が適用される間における各年の４月１日

　（施行日を除く｡）をいう。以下この条において同じ｡）の前日に設置されていたものとし

　た場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例定年を超える

　職とする｡

　(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む｡）

　(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む｡）

２　令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の前

　日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年に達

　している者とする。

３　令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が基準日

　の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年

　に達している職員とする。

　（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）

第11条　企業長は、基準日（令和７年４月１日､令和９年４月１日､令和11年４月１日及び令

　和13年４月１日をいう。以下この条において同じ｡）から基準日の翌年の３月31日までの

　間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日における新条例定年相当年齢を超

　える短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年齢が新条例第３条第１項に規定す

　る定年である短時間勤務の職に限る｡）及びこれに相当する基準日以後に設置された短時間

　勤務の職（以下この条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という｡）

　に、基準日の前日までに新条例第14条に規定する年齢60年以上退職者（基準日前から新条
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　例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む｡）の

　うち基準日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職

　に係る新条例定年相当年齢に達している者を､新条例第14条又は第15条第１項の規定により

　採用することができず､新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、定年前再任用短時

　間勤務職員のうち基準日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ

　短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員を、昇

　任し、降任し、又は転任することができない。

　（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢）

第12条　令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢60年とする｡
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議案第５号

　　　福岡地区水道企業団行政不服審査法施行条例の専決処分について

　行政不服審査法において、地方公共団体の長に対し、審査請求に係る処分及び裁決をする

ときには、第三者機関（行政不服審査法第81条第１項若しくは第２項に規定する機関）へ諮

問することが、義務付けられているが、第三者機関設置の根拠となる条例が未制定であり、

早急に制定する必要があったので、地方自治法第179条第１項の規定により、福岡地区水道企

業団行政不服審査法施行条例を令和５年１月13日次のように専決処分した。

　　　福岡地区水道企業団行政不服審査法施行条例

　（趣旨）

第１条　この条例は、行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「法」という｡）の施行に

　関し必要な事項を定めるものとする。

　（審査会の設置）

第２条　法第81条第２項に規定する機関として、福岡地区水道企業団行政不服審査会（以下

　「審査会」という｡）を事件ごとに置く。

２　審査会は、審査請求の事件が発生したときに設置し、全ての事件が終了したときに廃止

　する。

　（所掌事項）

第３条　審査会は、法及び他の条例の規定によりその権限に属させられた事項について調査

　審議する。

　（組織及び委員）

第４条　審査会は、委員３人以内をもって組織する。

２　委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法律又

　は行政に関して優れた識見を有する者のうちから、企業長が任命する。

３　委員の任期は、当該事件の調査審議が終了したときまでとする。

４　委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、ま

　た同様とする。
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　（会長）

第５条　審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２　会長は、会務を総理し、審査会を代表する。

３　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員が、

　その職務を代理する。

　（会議）

第６条　審査会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。

２　審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　審査会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

　ころによる。

　（費用の負担）

第７条　法第38条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項及び法第81条第３項に

　おいて読み替えて準用する法第78条第４項の条例で定める手数料の額は、無料とする。

２　法第38条第１項に規定する書面若しくは書類の写しの交付を受ける者若しくは電磁的記

　録に記録された事項を記載した書面の交付を受ける者又は法第81条第３項の規定において

　準用する法第78条第１項に規定する主張書面若しくは資料の写しの交付を受ける者若しく

　は電磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付を受ける者は、当該交付を受けるた

　めに要する費用を負担しなければならない。

　（委任）

第８条　この条例の施行に関し必要な事項は、企業長が定める。

　　附　則

この条例は、公布の日から施行する。

　上記について、地方自治法第179条第３項の規定により報告し、承認を求める。

令和５年２月６日提出

福岡地区水道企業団

企業長　中村　貴久
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議員提出議案第１号 

 

議員提出議案第１号 

 

福岡地区水道企業団議会の個人情報の保護に関する条例案 

  

上記の議案を次のとおり福岡地区水道企業団議会会議規則第 13 条の規定により提出しま

す。 

                                令和５年２月７日 

福岡地区水道企業団議会 

議 長  高 木 勝 利 様 

 

       提 出 者 福岡地区水道企業団議会議員 

平 畑  雅 博   今 林 ひであき   松 野   隆 

阿 部  真之助   田 中 たかし   藤 本 顕 憲 

髙 原  良 視   金 堂  清 之   結 城  弘 明 

阿 部  寛 治   堀 田    勉 

 理由 

この条例案を提出したのは、個人情報の保護に関する法律が一部改正されることに伴い、福

岡地区水道企業団議会の保有する個人情報の適正な取扱い等について必要な事項を定める必

要があるによる。 

 

福岡地区水道企業団議会の個人情報の保護に関する条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 個人情報等の取扱い（第４条―第 16 条） 

第３章 個人情報ファイル（第 17条） 

第４章 開示、訂正及び利用停止 

第１節 開示（第 18条―第 30 条）  

第２節 訂正（第 31条―第 37 条） 

第３節 利用停止（第 38条―第 43条） 

第４節 審査請求（第 44条―第 46条） 

第５章 雑則（第 47条―第 51 条） 

第６章 罰則（第 52条―第 56 条） 

附則 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、福岡地区水道企業団議会（以下「議会」という。）における個人情報の

適正な取扱いに関し必要な事項を定めるとともに、議会が保有する個人情報の開示、訂正及

び利用停止を求める個人の権利を明らかにすることにより、議会の事務の適正かつ円滑な

運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各号

のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録

（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式をいう。次項第２号において同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載

され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個

人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。） 

(2) 個人識別符号が含まれるもの 

２ この条例において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、記

号その他の符号のうち、議長が定めるものをいう。 

(1) 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、番号、

記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの 

(2) 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当てら

れ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方式により

記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは購入者又は発行

を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録

されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別することが

できるもの 

３ この条例において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪

の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が

生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして議長が定める記述等が含まれる

個人情報をいう。 

４ この条例において「保有個人情報」とは、議会の事務局の職員（以下この章から第３章ま

で及び第６章において「職員」という。）が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、

職員が組織的に利用するものとして、議会が保有しているものをいう。ただし、福岡地区水

道企業団情報公開条例（平成 15 年福企条例第３号。以下「情報公開条例」という。）第２条
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第２号に規定する公文書（以下「公文書」という。）に記録されているものに限る。 

５ この条例において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合物であっ

て、次に掲げるものをいう。 

(1) 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索す

ることができるように体系的に構成したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その

他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構

成したもの 

６ この条例において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個

人をいう。 

７ この条例において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該

各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができな

いように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。 

(1) 第１項第１号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除する

こと（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述

等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第１項第２号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削

除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他

の記述等に置き換えることを含む。）。 

８ この条例において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該

各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工し

て得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができないようにし

たものをいう。 

(1) 第１項第１号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除する

こと（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述

等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第１項第２号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削

除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他

の記述等に置き換えることを含む。）。 

９ この条例において「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人情

報、仮名加工情報及び匿名加工情報のいずれにも該当しないものをいう。 

10 この条例において「特定個人情報」とは、行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27号。以下「番号利用法」という。）第２条

第８項に規定する特定個人情報をいう。 

11 この条例において「保有特定個人情報」とは、職員が職務上作成し、又は取得した特定個

人情報であって、職員が組織的に利用するものとして、議会が保有しているものをいう。た
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だし、公文書に記録されているものに限る。 

12 この条例において「独立行政法人等」とは、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103

号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法

律第 57号。以下「法」という。）別表第１に掲げる法人をいう。 

13 この条例において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118

号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。 

（議会の責務） 

第３条 議会は、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ず

るものとする。 

第２章 個人情報等の取扱い 

（個人情報の保有の制限等） 

第４条 議会は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例を含む。第 12条第２項第２

号及び第３号並びに第４章において同じ。）の規定によりその権限に属する事務を遂行する

ため必要な場合に限り、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければならない。 

２ 議会は、前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達成に

必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

３ 議会は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理

的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（利用目的の明示） 

第５条 議会は、本人から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録された当該本人の個人情報

を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示

しなければならない。 

(1) 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

(2) 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の

権利利益を害するおそれがあるとき。 

(3) 利用目的を本人に明示することにより、国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又

は地方独立行政法人が行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると

き。 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（不適正な利用の禁止） 

第６条 議会は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情

報を利用してはならない。 

（適正な取得） 

第７条 議会は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

（正確性の確保） 

第８条 議会は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去又は現在の事実と合
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致するよう努めなければならない。 

（安全管理措置） 

第９条 議長は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管

理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定は、議会に係る個人情報の取扱いの委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）

を受けた者が受託した業務を行う場合における個人情報の取扱いにおいて準用する。 

（従事者の義務） 

第 10 条 個人情報の取扱いに従事する職員若しくは職員であった者、前条第２項の業務に従

事している者若しくは従事していた者又は議会において個人情報の取扱いに従事している

派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭

和 60 年法律第 88号）第２条第２号に規定する派遣労働者をいう。以下この条及び第 52条

において同じ。）若しくは従事していた派遣労働者は、その業務に関して知り得た個人情報

の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（漏えい等の通知） 

第 11 条 議長は、保有個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の保有個人情報の安全の確保に

係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとしてその定めるものが生

じたときは、本人に対し、その定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければ

ならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代

わるべき措置をとるとき。 

(2) 当該保有個人情報に第 20 条各号に掲げる情報のいずれかが含まれるとき。 

（利用及び提供の制限） 

第 12 条 議会は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自

ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議会は、議長が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。

ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによっ

て、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限

りでない。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

(2) 議会が法令の規定によりその権限に属する事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を

内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当の理由が

あるとき。 

(3) 企業長、監査委員、他の地方公共団体の機関、他の地方公共団体が設立した地方独立

行政法人、法第２条第８項に規定する行政機関又は独立行政法人等に保有個人情報を提

供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の



6 
 

遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用すること

について相当の理由があるとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情

報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、そ

の他保有個人情報を提供することについて特別の理由があるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の条例の規定の適用を妨げる

ものではない。 

４ 議長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保有個人情報の

利用目的以外の目的のための議会の内部における利用を議会の事務局の特定の職員に限る

ものとする。 

５ 保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から第４号まで及び第 29条の規定は適用し

ないものとし、次の表の左欄に掲げる規定の適用については、これらの規定中同表の中欄に

掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。 

第 12 条第１

項 

法令に基づく場

合を除き、利用

目的以外の目的 

利用目的以外の目的 

 自ら利用し、又

は提供してはな

らない 

自ら利用してはならない 

第 12 条第２

項 

自ら利用し、又

は提供する 

自ら利用する 

第 12 条第２

項第１号 

本人の同意があ

るとき、又は本

人に提供すると

き 

人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある

場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意

を得ることが困難であるとき 

第 38 条第１

項第１号 

又は第 12条第１

項及び第２項の

規定に違反して

利用されている

とき 

第 12 条第５項の規定により読み替えて適用する同

条第１項及び第２項（第１号に係る部分に限る。）の

規定に違反して利用されているとき、番号利用法第

20 条の規定に違反して収集され、若しくは保管され

ているとき、又は番号利用法第 29条の規定に違反し

て作成された特定個人情報ファイル（番号利用法第

２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをい

う。）に記録されているとき 

第 38 条第１

項第２号 

第 12条第１項及

び第２項 

番号利用法第 19条 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 
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第 13 条 議長は、利用目的のために又は前条第２項第３号若しくは第４号の規定に基づき、

保有個人情報を提供する場合において、必要があると認めるときは、保有個人情報の提供を

受ける者に対し、提供に係る個人情報について、その利用の目的若しくは方法の制限その他

必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な

措置を講ずることを求めるものとする。 

（個人関連情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第 14 条 議長は、第三者に個人関連情報を提供する場合（当該第三者が当該個人関連情報を

個人情報として取得することが想定される場合に限る。）において、必要があると認めると

きは、当該第三者に対し、提供に係る個人関連情報について、その利用の目的若しくは方法

の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人関連情報の適切な管

理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（仮名加工情報の取扱いに係る義務） 

第 15 条 議会は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個人情報であるものを除く。

以下この条及び第 49 条において同じ。）を第三者（当該仮名加工情報の取扱いの委託を受

けた者を除く。）に提供してはならない。 

２ 議長は、その取り扱う仮名加工情報の漏えいの防止その他仮名加工情報の安全管理のた

めに必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

３ 議会は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該仮名加工

情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、削除情報等（仮名加工情報

の作成に用いられた個人情報から削除された記述等及び個人識別符号並びに法第 41条第１

項の規定により行われた加工の方法に関する情報をいう。）を取得し、又は当該仮名加工情

報を他の情報と照合してはならない。 

４ 議会は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、電話をかけ、

郵便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99 号）第２条

第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者によ

る同条第２項に規定する信書便により送付し、電報を送達し、ファクシミリ装置若しくは電

磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って議長が定めるものをいう。）を用いて送信し、又は住居を訪問するために、当該仮名加

工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用してはならない。 

５ 前各項の規定は、議会に係る仮名加工情報の取扱いの委託（２以上の段階にわたる委託を

含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

（匿名加工情報の取扱いに係る義務） 

第 16 条 議会は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該匿

名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報から

削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは法第 43条第１項の規定により行われた加

工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。 
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２ 議会は、匿名加工情報の漏えいを防止するために必要なものとして議長が定める基準に

従い、匿名加工情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前２項の規定は、議会に係る匿名加工情報の取扱いの委託（２以上の段階にわたる委託を

含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

第３章 個人情報ファイル 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第 17 条 議長は、その定めるところにより、議会が保有している個人情報ファイルについて、

それぞれ次に掲げる事項その他議長が定める事項を記載した帳簿（以下「個人情報ファイル

簿」という。）を作成し、公表しなければならない。 

(1) 個人情報ファイルの名称 

(2) 個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称 

(3) 個人情報ファイルの利用目的 

(4) 個人情報ファイルに記録される項目（以下この条において「記録項目」という。）及び

本人（他の個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限る。次項

第１号カにおいて同じ。）として個人情報ファイルに記録される個人の範囲（次項第２号

において「記録範囲」という。） 

(5) 個人情報ファイルに記録される個人情報（以下この条において「記録情報」という。）

の収集方法 

(6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

(7) 記録情報を議会以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

(8) 次条第１項、第 31 条第１項又は第 38 条第１項の規定による請求を受理する組織の名

称及び所在地 

(9) 第 31条第１項ただし書又は第 38 条第１項ただし書に該当するときは、その旨 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

(1) 次に掲げる個人情報ファイル 

ア 議会の議員若しくは議員であった者又は職員若しくは職員であった者に係る個人情

報ファイルであって、専らその人事、議員報酬、給与又は報酬、福利厚生に関する事項

その他これらに準ずる事項を記録するもの（議長が行う職員の採用試験に関する個人

情報ファイルを含む。） 

イ 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 

ウ １年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 

エ 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記録

情報を記録した個人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その

他の送付又は連絡に必要な事項のみを記録するもの 

オ 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報

ファイルであって、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの 
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カ 本人の数が議長が定める数に満たない個人情報ファイル 

キ アからカまでに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして議長が定める個人情報

ファイル 

(2) 前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は

一部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当

該公表に係るこれらの事項の範囲内のもの 

(3) 前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして議長が定める個人情報ファイル 

３ 第１項の規定にかかわらず、議長は、記録項目の一部若しくは同項第５号若しくは第７号

に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載し、又は個人情報ファイルを個人情報ファイル

簿に掲載することにより、利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正

な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その記録項目の一部若しくは

事項を記載せず、又はその個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載しないことがで

きる。 

第４章 開示、訂正及び利用停止 

    第１節 開示 

（開示請求権） 

第 18 条 何人も、この条例の定めるところにより、議長に対し、議会の保有する自己を本人

とする保有個人情報の開示を請求することができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人（以下この章

において「代理人」と総称する。）は、本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下

この章及び第 48条において「開示請求」という。）をすることができる。 

（開示請求の手続） 

第 19 条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「開示請求書」とい

う。）を議長に提出してしなければならない。 

(1) 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(2) 開示請求に係る保有個人情報が記録されている公文書の名称その他の開示請求に係る

保有個人情報を特定するに足りる事項 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、議長が定めるところにより、開示請求に係る

保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による開示請求にあっては、開示請求に

係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければな

らない。 

３ 議長は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下「開

示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この

場合において、議長は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなけ

ればならない。 

（保有個人情報の開示義務） 



10 
 

第 20 条 議長は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げ

る情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者

に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

(1) 開示請求者（第 18条第２項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をする場合

にあっては、当該本人をいう。次号及び第３号、次条第２項並びに第 27 条第１項におい

て同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以

外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、開示請

求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）若しくは個人識

別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、

開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。

ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予

定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認めら

れる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和 22 年法律第 120号）第２条第１項に規定

する国家公務員（独立行政法人通則法第２条第４項に規定する行政執行法人の役員及

び職員を除く。）、独立行政法人等の役員及び職員、地方公務員法（昭和 25年法律第 261

号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員をいう。）で

ある場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報の

うち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。

以下この号において「法人等」という。）に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む

個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活

又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報を除く。 

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるもの 

イ 議会の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人

等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を

付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるも

の 

(4) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間に

おける審議、検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に住民の間に混乱を生じ
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させるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるも

の 

(5) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業

に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事

業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 議長が第 24条各項の決定（以下「開示決定等」という。）をする場合において、犯罪

の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事

実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその

発見を困難にするおそれ 

ウ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方

独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

エ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

オ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

カ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に

関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

（部分開示） 

第 21 条 議長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合において、

不開示情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、

当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第２号の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別

することができるものに限る。）が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生

年月日その他の開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等及

び個人識別符号の部分を除くことにより、開示しても、開示請求者以外の個人の権利利益が

害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれ

ないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（裁量的開示） 

第 22 条 議長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合であって

も、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当

該保有個人情報を開示することができる。 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第 23 条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答える

だけで、不開示情報を開示することとなるときは、議長は、当該保有個人情報の存否を明ら

かにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（開示請求に対する措置） 

第 24 条 議長は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨の
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決定をし、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的及び開示の実施に

関し議長が定める事項を書面により通知しなければならない。ただし、第５条第２号又は第

３号に該当する場合における当該利用目的については、この限りでない。 

２ 議長は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により開示請

求を拒否するとき、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。）は、

開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならな

い。 

（開示決定等の期限） 

第 25 条 開示決定等は、開示請求があった日から 30 日以内にしなければならない。ただし、

第 19 条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該

期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同

項に規定する期間を 30日以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、

開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければな

らない。 

（開示決定等の期限の特例） 

第 26 条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から 60

日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずる

おそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、議長は、開示請求に係る保有個人情報の

うちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報については相

当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、同条第１項に規定す

る期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

２ 前条の規定による開示決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がともに欠

けている期間があるときは、当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第 27 条 開示請求に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政

法人及び開示請求者以外の者（以下この条、第 45 条第２項第３号及び第 46条において「第

三者」という。）に関する情報が含まれているときは、議長は、開示決定等をするに当たっ

て、当該情報に係る第三者に対し、議長が定めるところにより、当該第三者に関する情報の

内容その他議長が定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２ 議長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第 24 条第１項の決定（以下この章にお

いて「開示決定」という。）に先立ち、当該第三者に対し、議長が定めるところにより、開

示請求に係る当該第三者に関する情報の内容その他議長が定める事項を書面により通知し

て、意見書を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しな
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い場合は、この限りでない。 

(1) 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を開示しようとする場合であって、

当該第三者に関する情報が第 20条第２号イ又は同条第３号ただし書に規定する情報に該

当すると認められるとき。 

(2) 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を第 22条の規定により開示しようと

するとき。 

３ 議長は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関

する情報の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をする

ときは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置かなければなら

ない。この場合において、議長は、開示決定後直ちに、当該意見書（第 45条において「反

対意見書」という。）を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示

を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第 28 条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されているとき

は閲覧又は写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその種別、情報化の進展

状況等を勘案して議長が定める方法により行う。ただし、閲覧の方法による保有個人情報の

開示にあっては、議長は、当該保有個人情報が記録されている文書又は図画の保存に支障を

生ずるおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときは、その写しにより、これ

を行うことができる。 

２ 議長は、前項の規定に基づく電磁的記録についての開示の方法に関する定めを一般の閲

覧に供しなければならない。 

３ 開示決定に基づき保有個人情報の開示を受ける者は、議長が定めるところにより、議長に

対し、その求める開示の実施の方法等を申し出なければならない。 

４ 前項の規定による申出は、第 24 条第１項に規定する通知があった日から 30 日以内にし

なければならない。ただし、当該期間内に当該申出をすることができないことにつき正当な

理由があるときは、この限りでない。 

（他の法令による開示の実施との調整） 

第 29 条 議長は、他の法令の規定により、開示請求者に対し開示請求に係る保有個人情報が

前条第１項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期

間が定められている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわ

らず、当該保有個人情報については、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該

他の法令の規定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。 

２ 他の法令の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第１項本文の

閲覧とみなして、前項の規定を適用する。 

（開示請求の手数料） 

第 30 条 開示請求に係る手数料は、徴収しない。ただし、開示請求に係る保有個人情報の写
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しの交付を受ける者は、当該写しの交付に要する費用を負担しなければならない。 

    第２節 訂正 

（訂正請求権） 

第 31 条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第 38 条第１項

において同じ。）の内容が事実でないと思料するときは、この条例の定めるところにより、

議長に対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下この章において同じ。）

を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の訂正に関して他の法令の規定により

特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

(1) 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 

(2) 開示決定に係る保有個人情報であって、第 29条第１項の他の法令の規定により開示を

受けたもの 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下この章及び第 48 条におい

て「訂正請求」という。）をすることができる。 

３ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から 90 日以内にしなければならない。 

（訂正請求の手続） 

第 32 条 訂正請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「訂正請求書」とい

う。）を議長に提出してしなければならない。 

(1) 訂正請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(2) 訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定するに

足りる事項 

(3) 訂正請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、訂正請求をする者は、議長が定めるところにより、訂正請求に係る

保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による訂正請求にあっては、訂正請求に

係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければな

らない。 

３ 議長は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をした者（以下この

章において「訂正請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めること

ができる。 

（保有個人情報の訂正義務） 

第 33 条 議長は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があると認めるとき

は、当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当該保有個人情

報の訂正をしなければならない。 

（訂正請求に対する措置） 

第 34 条 議長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その旨の決定をし、訂

正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

２ 議長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決定をし、訂正請
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求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（訂正決定等の期限） 

第 35 条 前条各項の決定（以下「訂正決定等」という。）は、訂正請求があった日から 30 日

以内にしなければならない。ただし、第 32条第３項の規定により補正を求めた場合にあっ

ては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同

項に規定する期間を 30日以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、

訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければな

らない。 

（訂正決定等の期限の特例） 

第 36 条 議長は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわら

ず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、同条第１項に

規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならな

い。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 訂正決定等をする期限 

２ 前条の規定による訂正決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がともに欠

けている期間があるときは、当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第 37 条 議長は、第 34 条第１項の決定に基づく保有個人情報の訂正の実施をした場合にお

いて、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供先に対し、遅滞なく、その旨を

書面により通知するものとする。 

    第３節 利用停止 

（利用停止請求権） 

第 38 条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると思料す

るときは、この条例の定めるところにより、議長に対し、当該各号に定める措置を請求する

ことができる。ただし、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下この章

において「利用停止」という。）に関して他の法令の規定により特別の手続が定められてい

るときは、この限りでない。 

(1) 第４条第２項の規定に違反して保有されているとき、第６条の規定に違反して取り扱

われているとき、第７条の規定に違反して取得されたものであるとき、又は第 12 条第１

項及び第２項の規定に違反して利用されているとき 当該保有個人情報の利用の停止又

は消去 

(2) 第 12条第１項及び第２項の規定に違反して提供されているとき 当該保有個人情報の

提供の停止 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求（以下この章及び第 48条に
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おいて「利用停止請求」という。）をすることができる。 

３ 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から 90日以内にしなければならない。 

（利用停止請求の手続） 

第 39 条 利用停止請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「利用停止請求

書」という。）を議長に提出してしなければならない。 

(1) 利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(2) 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定す

るに足りる事項 

(3) 利用停止請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、利用停止請求をする者は、議長が定めるところにより、利用停止請

求に係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による利用停止請求にあって

は、利用停止請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又

は提出しなければならない。 

３ 議長は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用停止請求をした者

（以下この章において「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補

正を求めることができる。 

（保有個人情報の利用停止義務） 

第 40 条 議長は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由があると認

めるときは、議会における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利

用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしなければならない。ただし、当該保有個人情

報の利用停止をすることにより、当該保有個人情報の利用目的に係る事務又は事業の性質

上、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるとき

は、この限りでない。 

（利用停止請求に対する措置） 

第 41 条 議長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、その旨の決定

をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

２ 議長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、その旨の決定を

し、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限） 

第 42 条 前条各項の決定（以下「利用停止決定等」という。）は、利用停止請求があった日か

ら 30 日以内にしなければならない。ただし、第 39 条第３項の規定により補正を求めた場

合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同

項に規定する期間を 30日以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、

利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなけれ

ばならない。 
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（利用停止決定等の期限の特例） 

第 43 条 議長は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかか

わらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、同条

第１項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しな

ければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 利用停止決定等をする期限 

２ 前条の規定による利用停止決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がとも

に欠けている期間があるときは、当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

    第４節 審査請求 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第 44 条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停

止請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査法（平成 26年法律第 68号）

第９条第１項の規定は、適用しない。 

（審査会への諮問） 

第 45 条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停

止請求に係る不作為について審査請求があったときは、議長は、次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、福岡地区水道企業団行政不服審査法施行条例（令和５年福企条例第１号）

第２条第１項に規定する、福岡地区水道企業団行政不服審査会に諮問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の全部を開示す

ることとする場合（当該保有個人情報の開示について反対意見書が提出されている場合

を除く。） 

(3) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の訂正をするこ

ととする場合 

(4) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の利用停止をす

ることとする場合 

２ 前項の規定により諮問した場合には、議長は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知

しなければならない。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第 13 条第４項に規定する参加人をいう。以下

この項及び次条第２号において同じ。） 

(2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は参加人で

ある場合を除く。） 

(3) 当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した第三者（当該

第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続等） 
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第 46 条 第 27 条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合について

準用する。 

(1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

(2) 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決定

を除く。）を変更し、当該審査請求に係る保有個人情報を開示する旨の裁決（第三者であ

る参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している場合に限る。） 

第５章 雑則 

（適用除外） 

第 47 条 保有個人情報（不開示情報を専ら記録する公文書に記録されているものに限る。）

のうち、まだ分類その他の整理が行われていないもので、同一の利用目的に係るものが著し

く大量にあるためその中から特定の保有個人情報を検索することが著しく困難であるもの

は、第４章（第４節を除く。）の規定の適用については、議会に保有されていないものとみ

なす。 

（開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等） 

第 48 条 議長は、開示請求、訂正請求又は利用停止請求（以下この条において「開示請求等」

という。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよ

う、保有個人情報の特定その他開示請求等をしようとする者の利便を考慮した適切な措置

を講ずるものとする。 

（個人情報等の取扱いに関する苦情処理） 

第 49 条 議長は、議会における個人情報、仮名加工情報又は匿名加工情報の取扱いに関する

苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。 

（施行の状況の公表） 

第 50 条 議長は、毎年度、この条例の施行の状況を取りまとめ、その概要を公表するものと

する。 

（委任） 

第 51 条 この条例の実施に関し必要な事項は、議長が定める。 

第６章 罰則 

第 52 条 職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しくは第 15 条第５項の委託を受け

た業務に従事している者若しくは従事していた者又は議会において個人情報、仮名加工情

報若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労

働者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第２条第５項第１号

に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供

したときは、２年以下の懲役又は 100万円以下の罰金に処する。 

第 53 条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三

者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は 50 万円以

下の罰金に処する。 
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第 54 条 職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘密

に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下の懲役又

は 50 万円以下の罰金に処する。 

第 55 条 前３条の規定は、福岡地区水道企業団の区域外においてこれらの条の罪を犯した者

にも適用する。 

第 56 条 偽りその他不正の手段により、第 24 条第１項の決定に基づく保有個人情報の開示

を受けた者は、５万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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